
Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

個人市民税納税義務者数 法人市民税均等割納税義務者数

（課税状況調による（第1表、第2表）） （課税状況調による（第1表））

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 施策体系外事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

Ｈ３０ 1,091

Ｈ２９ 1,101

Ｈ２８ 1,100

17,739

納税義務者数

Ｒ０２ 1,105

Ｒ０１ 1,103

17,702

Ｒ０２

Ｒ０１

Ｈ３０

Ｈ２９

Ｈ２８

均等割のみ 均等割・所得割 納税義務者数

17,705

17,764

17,843

2,020

2,062

2,176

2,188

2,312

15,685

15,702

15,667

15,551

15,390

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

2,087

還付金 18,451一般財源 32,31434,984 31,352

委託料 2,786

使用料・負担金

需用費・役務費 6,583

賃金 2,407

25,300 26,477 28,406

主な歳出の内訳

その他特財

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 32,31434,984 31,352 25,300 26,477 28,406

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

各種課税資料の収集、申告相談時における継続的な事務改善、電算システムの活用等により、効率的に事務執行を図ることができ
た。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

Ｒ2目標

実績
－

達成率

成
果
指
標

指標名称 ―
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

19,041 18,932

－ －

Ｈ30 Ｒ1

－
説明（算式等） 年度末時点の納税義務者数 達成率 －－ － －

指標名称
個人市民税及び法人市民税納税義務者
数（件）

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 18,94318,655 18,834 18,891

R2Ｈ27

18,760
説明（算式等） 課税状況調（毎年７月１日時点）時点の納税義務者数 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 18,81018,529 18,802 18,840 18,934 18,867

その他　（

対
象
指
標

指標名称
当初課税時個人市民税及び法人市民税
納税義務者数（件）

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

課税漏れのない公正かつ適正な課税を行い、税収確保を図る。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

法律及び条例に基づく公正かつ適正な賦課を行う。

事
業
内
容

地方税法及び新庄市市税条例に基づき、適正な賦課を行う。（電算シス
テムを活用し、より正確で効率的な事務執行を図る。）

対
象

①賦課期日現在（１月１日）に本市に住民登録をしている個人
②本市に事務所又は事業所を有する法人

01-020202-0101

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 地方税法第２条、同第５条第２項第１号

条例・要綱等 新庄市市税条例

予算・事務事業名 一般会計 ２款２項２目 市民税事務費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 笹原　佳子

施策名 市民ニーズに応えられる行財政基盤の確立 内線 142

事務事業名 市民税賦課事務 事務事業コード 621-209-22
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 税務課

政策名

Ｈ２７ 2,360 15,067 17,427 Ｈ２７ 1,102
(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

621-209-22(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

.

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

R2

17,655件

6件

1件

7件

1件 0件

7件

17,743件

Ｈ30Ｈ28

17,965件

Ｈ29

17,920件

R1

17,711件

8件

0件

事務事業名 諸税賦課事務

予算・事務事業名 一般会計 ２款２項２目 国保諸税事務費

年度～ （期限の定めの無い事業）

事務事業コード 621-210-22
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 税務課

政策名 行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 小野　義貴

施策名 市民ニーズに応えられる行財政基盤の確立 内線 153

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 地方税法第５条、第４４２条の２（軽自動車税）、第４６５条（市町村たばこ税）、第７０１条（入湯税）

条例・要綱等

予算コード 01-020202-0102

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度

目
的

法令に従って課税し、税収確保を図る。

事
業
内
容

課税対象となる事項を的確に把握し、適正に課税を行う。（電算システ
ムを活用し、より正確で効率的な事務執行を図る。）

対
象

①新庄市に登録賦課している軽自動車②製造たばこを市の区域内の
小売販売業者に売り渡す製造・卸売業者等③鉱泉浴場における入湯に
対し入湯客に課し、特別徴収義務者となる鉱泉浴場の経営者

目
指
す

状
態

課税漏れと課税誤りのない適正な課税を行い、税収を確保する。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称
軽自動車税、たばこ税及び入湯税納税
義務者

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 17,66218,168 17,971 17,928 17,750 17,719
17,900

説明（算式等） 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 17,66218,168 17,971 17,928

R2Ｈ27

－ － －

指標名称
軽自動車税、たばこ税及び入湯税納税
義務者数　（件）

Ｈ28 Ｈ29

Ｈ29

17,750 17,719

Ｈ30 Ｒ1

－
－ －

R2

－
成
果
指
標

指標名称 ―
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等） 達成率

Ｈ27 Ｒ2目標

実績

Ｈ28

Ｒ1

－
説明（算式等） 達成率

2,196

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

地方税法及び新庄市条例に基づいた適切な賦課を行うことができた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 2,0631,933 2,204 2,067 2,048

県支出金

国庫支出金

主な歳出の内訳

その他特財

受益者負担

報償費 6

広告料・負担金 612

一般財源 2,0631,933 2,204 2,067 2,048

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

126

印刷運搬費・通信運搬費 953

手数料・委託料

2,196

内
　
訳

軽 自 動 車 税

納税義務者数内訳

複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

1件

5件

入　　湯　　税

た　ば　こ　税

消耗品費 366

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 施策体系外事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

621-210-22(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

賦課世帯数及び調定額の推移

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

Ｒ2 4,488 721,720,200

内
　
訳

国庫支出金

今後の方向性

事業費　・・・　①

1,053,749,300

989,321,400

Ｒ1 4,475 736,172,800

H27

H28

H29

H30 4,561

世帯数（件）

5,292

一般財源

その他特財

受益者負担

県支出金

9,943

1,073,075,700

調定額（円）

4,746

4,994

9,359 11,575

帳票印刷 2,440

電算処理業務委託 1,806

歳出還付 5,716

12,257 9,351

主な歳出の内訳

11,833

事業費の算出根拠（R2）

11,8339,943 9,359 11,575 12,257 9,351

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

地方税法及び新庄市国民健康保険税条例に基づいた適正な課税を行った。コロナウイルス感染症の影響に伴う減免（79世帯）及び
7月豪雨災害に伴う減免（3世帯）についても適正に対応した。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率 －－ － － － －

Ｒ2目標

実績 －－ － － － －
－

成
果
指
標

指標名称 ―
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率 －－ － － － －

Ｒ2計画

実績 4,4885,292 4,994 4,746 4,561 4,475
－

活
動
指
標

指標名称 国民健康保険税賦課件数（件）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

5,000
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 4,4885,292 4,994 4,746 4,561 4,475

その他　（

対
象
指
標

指標名称
国民健康保険に加入している者がいる世
帯数

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

課税漏れのない適正な課税を行い、税収確保を図る。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

目
的

法律及び条例に基づく公正かつ適正な賦課を行う。

事
業
内
容

国民健康保険税の課税対象となる事項を的確に把握し、適正に課税を
行う。（電算システムの活用を促進し、より正確で効率的な事務執行を
図る。）

対
象

国民健康保険に加入している世帯

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

新庄市国民健康保険税条例

予算・事務事業名 国民健康保険事業特別会計 １款２項１目 賦課徴収費 予算コード 02-010201-0100

153

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

621-211-22
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 税務課

政策名 行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 高木　丈

758,069,900

事務事業名 国民健康保険税賦課事務 事務事業コード

施策名 市民ニーズに応えられる行財政基盤の確立 内線

法令根拠 地方税法第５条、第７０３条の４

条例・要綱等

理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他 施策体系外事業

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

621-211-22(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 12

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

賦課件数(第１号被保険者数）

年度

Ｈ27

Ｈ28

Ｈ29

Ｈ30

Ｒ1

R２

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

理由等今後の方向性

その他特財

受益者負担

県支出金

事業費　・・・　①

内
　
訳

国庫支出金

事務事業名 介護保険料賦課事務

予算・事務事業名 介護保険事業特別会計 １款２項１目 賦課徴収費

行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う

施策名 市民ニーズに応えられる行財政基盤の確立 内線

11,257 776,068,900

751,436,300

796,548,000

事務事業コード 621-212-22

予算コード 08-010201-0100

総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 税務課

政策名

内部事業 評価区分 評価事業

担当者 星川　健

事業区分 独自事業 法定事業

153

説明事業

事業期間

単年度 事業年度

法令根拠 介護保険法１２９条

条例・要綱等 新庄市介護保険条例

(１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 （期限の定めの無い事業）年度～

目
的

法律及び条例に基づく公正かつ適正な賦課を行う。

事
業
内
容

保険料の賦課対象となる事項を調査等により的確に把握し、適正に賦
課を行う。（電算システムの活用を促進し、より正確で効率的な事務執
行を図る。）

対
象

満６５歳以上の市民(第１号被保険者）

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

賦課漏れのない適正な介護保険料の賦課を行い、収入確保を図る。 実
施
形
態

市直営

11,212 11,259

その他　（

対
象
指
標

指標名称
満65歳以上の市民
(他市町村住所地特例者除く)

年度 R2Ｈ27 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 11,29610,944 10,997 11,104

R2Ｈ27

11,473
説明（算式等） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 11,25710,944 10,997 11,104
－

説明（算式等） 達成率 － － －

指標名称
介護保険料賦課件数
（第１号被保険者数）　（件）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

11,212 11,259

－ －

Ｈ30 Ｒ1成
果
指
標

指標名称 ―
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

Ｒ2目標

実績 － － － － －
－

達成率

Ｈ30 Ｒ1

－ － － － －

3,063 3,252

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

適正な介護保険料の賦課を行うことができた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 事業費の算出根拠（R2）

3,8223,004 3,097 2,920

3,252

主な歳出の内訳

現行

委託料 157

一般財源 3,8223,004 3,097

11,104

11,212

741,293,300

通信運搬費 928

消耗品費（帳票印刷代等） 1,115

2,920 3,063

分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

11,259 786,784,500

保険料額（円）

727,863,500

件数（件）

10,944

10,997

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 施策体系外事業

第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

□

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

621-212-22(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□
■

※概要調書より

2,283

計

29,857

29,651

29,456

29,306

29,249

28,985

12,484

12,353

償却資産

2,464

2,429

2,400

2,336

2,338

土地 家屋

12,794

12,680

12,538

12,508

Ｒ2 14,349

14,599

14,542

14,518

14,462

14,427

Ｒ1

○納税義務者数

H26

H27

H28

H29

H30

委託料（電算・地番図・鑑定・土地評価） 20,851

賃借料（公図管理システム） 1,229

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 28,08910,464

会計年度職員報酬等 1,478

需用費 2,965

役務費 1,566

22,004 11,396 12,656 16,270

その他特財

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 28,08910,464 22,004 11,396 12,656 16,270 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

地方税法及び市税条例に基づいた適切な課税を行うことができた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率

Ｒ2目標

実績
－

成
果
指
標

指標名称 ―
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率 －－ － － － －

Ｒ2計画

実績 15,60615,586 15,893 15,768 15,738 15,751
－

活
動
指
標

指標名称 固定資産税・都市計画税賦課件数　（件）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

29,500
説明（算式等） 土地、家屋、償却資産の納税義務者数(累計) 達成率 98.3%

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 28,98529,651 29,456 29,306 29,249 29,161

その他　（

対
象
指
標

指標名称 固定資産の所有者
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

課税漏れのない適正な課税を行う。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

法律及び条例に基づく公正かつ適正な賦課を行う。

事
業
内
容

固定資産税等の課税対象となる資産を公正に評価し、適正に課税を行
う。（電算システムの活用を促進し、より正確で効率的な事務執行を図
る。）

対
象

固定資産の課税対象となる市民及び所有者

01-020202-0103

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 地方税法第５条、第３４２条、第３４３条

条例・要綱等 新庄市市税条例

予算・事務事業名 一般会計 ２款２項２目 固定資産税事務費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 石黒真紀

施策名 市民ニーズに応えられる行財政基盤の確立 内線 155

事務事業名 固定資産税・都市計画税賦課事務 事務事業コード 621-213-22
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 税務課

政策名

8,668

8,605

8,566

6,697

6,780

6,784

実数

8,726

8,626

6,393

6,451

6,421

6,415

6,545

6,521

8,591

家屋都市計画税

H26

H27

6,537

H28

H29

29,161 Ｒ1 6,921

6,927

6,901

土地

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

H30

Ｒ2

6,781

8,68014,406 12,448 2,307

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 施策体系外事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

621-213-22(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

※概要調書より

87,981

126,778Ｒ1

H30 38,655

Ｒ2 38,865 88,063

87,868

88,039

126,928

126,636

38,592

125,582

125,901

126,370

126,460H29

計非課税地筆数 評価総筆数

87,708

87,879

87,961

37,874

38,022

38,409

○筆数

H26

H27

H28

38,739

事務事業名 地籍調査事業

予算・事務事業名 一般会計 ２款２項２目

事務事業コード 621-214-22
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 税務課

政策名 行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 星川裕生

施策名 市民ニーズに応えられる行財政基盤の確立 内線 154

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 地方税法第３８１条第７項

条例・要綱等

固定資産税事務費 予算コード 01-020202-0103

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

地籍調査に誤りがあった場合は随時修正を行い、課税客体及び地籍図
の正確性を図る。

事
業
内
容

昭和41年から昭和63年に実施した「地籍調査」に対して、修正申出を受
け、保有台帳及び図面等より精査し、誤りを発見した場合は地方税法第
381条第７項の規定により法務局へ修正の申出を行い、各台帳、図面の
整備を図る。

対
象

山形地方法務局新庄支局備付けの新庄市全ての土地登記簿、不動産
登記法第１４条の規定に基づく地図、字限図に表示される土地

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

課税客体及び地籍図の正確性を図る。 実
施
形
態

市直営

12,636 126,778

その他　（

対
象
指
標

指標名称 土地の筆数
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 126,928125,901 126,370 126,460

R2Ｈ27

126,500
説明（算式等） 達成率 100.3%

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 21 1 1
－

説明（算式等） 達成率 －－ － －

指標名称 修正件数　（件）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

1 2

－ －

Ｈ30 Ｒ1成
果
指
標

指標名称 ―
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

Ｒ2目標

実績
－

達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

地籍図調査を行い正確性を確保した。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 0712 1,296 0 0 381 主な歳出の内訳

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

その他特財

一般財源 0712 1,296 0 0 381

複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 施策体系外事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

621-214-22(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

1

○ ● ○ ○ ●

○ 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

●

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

事務事業名 一般市税の徴収及び消込事務 事務事業コード 621-215-22
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 税務課

政策名 行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 土屋智史

施策名 市民ニーズに応えられる行財政基盤の確立 内線 150

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 地方税法第2,3,5条

条例・要綱等 新庄市市税条例第1,3条

予算・事務事業名 一般会計 ２款２項２目 納税・収納管理事務費 予算コード 01-020202-0104

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

法律及び条例に基づく公正かつ適正な収納を図り、税収の確保を図
る。

事
業
内
容

公正かつ適正な税の徴収及び正確で迅速な消込事務。

対
象

納税義務者

目
指
す

状
態

公平かつ厳正な収納を図るとともに、納付しやすい環境づくり。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 納税義務者
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 65,45766,348 66,229 66,074 65,933 65,747
65,600

説明（算式等） 達成率 －－ － － － －

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 10,52114,517 14,135 13,588

R2Ｈ27

84.9% 88.3%

指標名称 督促状発布件数(%)
Ｈ28 Ｈ29

93.6% 94.9%

Ｈ30 Ｒ1

12,000
説明（算式等） 達成率 114.1%82.7%

活
動
指
標

年度

説明（算式等） －

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

12,818 12,642

98.56
－

達成率

成
果
指
標

指標名称 一般市税現年度分収納率(％)
年度 Ｒ2目標

実績 98.1198.63 98.81 98.64 98.58

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

市税収納方針に基づき、担当者・納税相談員による納税相談、滞納処分により公平かつ厳正な徴収を行うとともに、納税環境の整備
を進めた結果、予算を上回る税収を確保できた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

県支出金

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 12,16415,301 16,276 16,748 16,985 14,367

内
　
訳

国庫支出金

受益者負担

一般財源 12,16415,301 16,276 16,748 14,367

その他特財

16,985

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

主な歳出の内訳

分割後の事務事業名：

複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 施策体系外事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

621-215-22(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

1

○ ● ○ ○ ●

○ 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

●

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 4,7261,778

納税相談員報酬・手当等 4,225

電算業務委託料 535

1,476 2,085 1,952 1,978

その他特財

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 4,7261,778 1,476 2,085 1,952 1,978 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

市税収納方針に基づき、担当者・納税相談員による納税相談、滞納処分により公平かつ厳正な徴収を行うとともに、納税環境の整備
を進めた結果、予算を上回る税収を確保できた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率

Ｒ2目標

実績 96.2492.67 94.71 94.61 95.17 95.01
－

成
果
指
標

指標名称 国民健康保険税現年度分収納率(％)
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率 136.1%73.2% 85.8% 94.0% 110.8% 113.4%

Ｒ2計画

実績 4,7768,884 7,572 6,914 5,867 5,733
6,500

活
動
指
標

指標名称 督促状発布件数（％）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

5,000
説明（算式等） 達成率 －－ － － － －

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 4,4885,292 4,994 4,746 4,561 4,475

その他　（

対
象
指
標

指標名称 国民健康保険税納税義務者
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

公平かつ厳正な収納を図るとともに、納付しやすい環境づくり。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

法律及び条例に基づく公正かつ適正な収納を図り、税収の確保を図
る。

事
業
内
容

公正かつ適正な税の徴収及び正確で迅速な消込事務。

対
象

国民健康保険に加入している納税義務者

02-010201-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 地方税法第2,3,5条

条例・要綱等 新庄市国民健康保険税条例第1条

予算・事務事業名 国民健康保険事業特別会計 １款２項１目 賦課徴収費 予算コード

施策名 市民ニーズに応えられる行財政基盤の確立 内線 150

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 税務課

政策名 行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 土屋智史

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

事務事業名 国民健康保険税の徴収及び消込事務 事務事業コード 621-216-22
総
合
計
画

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 施策体系外事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

621-216-22(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

1

○ ● ○ ○ ●

○ 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

●

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

事務事業名 介護保険料の徴収及び消込事務 事務事業コード 621-217-22
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 税務課

政策名 行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 土屋智史

施策名 市民ニーズに応えられる行財政基盤の確立 内線 150

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 介護保険法第129条

条例・要綱等 新庄市介護保険条例第１条

予算・事務事業名 介護保険事業特別会計 １款２項１目 賦課徴収費 予算コード 08-010201-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

法律及び条例に基づく公正かつ適正な収納を図り、収入の確保を図
る。

事
業
内
容

公正かつ適正な保険料の徴収及び正確で迅速な消込事務。

対
象

介護保険第１号被保険者

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

公平かつ厳正な収納をはかるとともに、納付しやすい環境づくり。 実
施
形
態

市直営

11,212 11,259

その他　（

対
象
指
標

指標名称 介護保険第1号被保険者
年度 R2Ｈ27

－ －

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 11,29610,944 10,997 11,104

R2Ｈ27

11,473
説明（算式等） 達成率 －－ － －

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 1,3062,196 2,006 1,965
1,800

説明（算式等） 達成率 137.8%82.0% 89.7% 91.6%

指標名称 督促状発布件数（件)

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

1,629 1,535

110.5% 117.3%

Ｈ30 Ｒ1成
果
指
標

指標名称 介護保険料現年度分収納率(％)
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

Ｒ2目標

実績 99.4798.72 98.99 99.05 99.08 99.31
－

達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

担当者・納税相談員による納税相談、滞納処分により公平かつ厳正な徴収を行うとともに、納付環境の整備を進めた結果、予算を上
回る収納を確保できた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 3281,240 1,240 1,206 1,205 604

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

1,240 1,206 1,205 604

主な歳出の内訳

その他特財

電算処理業務委託 315

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

一般財源 3281,240

複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 施策体系外事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

621-217-22(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

1

○ ● ○ ○ ●

○ 令和 年度

○ 始期 令和 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

還付金 251

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 2,6541,520

需用費 817

役務費 552

委託料 1,031

1,482 1,431 2,504 2,300

その他特財

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 2,6541,520 1,482 1,431 2,504 2,300 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

高齢者の医療の確保に関する法律、山形県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例及び新庄市後期高齢者医療に
関する条例に基づき、適切な賦課業務を行うことが出来た。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率

Ｒ2目標

実績

成
果
指
標

指標名称 ―
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率 － － － － －

Ｒ2計画

実績 5,9005,918 5,950 5,924 5,975 5,965
－

活
動
指
標

指標名称 後期高齢者医療保険料賦課件数（件）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

6,079
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 5,9005,918 5,950 5,924 5,975 5,965

その他　（

対
象
指
標

指標名称 後期高齢者医療保険料賦課件数（件）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

賦課漏れのない公正かつ適正な後期高齢者医療保険料の賦課決定に
ついて、保険料額決定通知書（兼納入通知書）等を作成・送付し、収入
確保を図る。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

山形県後期高齢者医療広域連合と一体となり、法律及び条例に基づく
公正かつ適正な賦課を行う。

事
業
内
容

保険料の賦課対象となる事項を調査等により的確に把握する。山形県
後期高齢者医療広域連合による公正かつ適正な賦課決定について、保
険料額決定通知書（兼納入通知書）等を作成し、被保険者へ送付する。
（電算システムの活用を促進し、より正確で効率的な事務執行を図る。）

対
象

満75歳以上の市民及び65歳以上で一定の障害があり申請し認定され
た市民。

09-010201-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 高齢者の医療の確保に関する法律104条

条例・要綱等

予算・事務事業名 後期高齢者医療事業特別会計 １款２項１目 賦課徴収費 予算コード

施策名 市民ニーズに応えられる行財政基盤の確立 内線 153

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

担当課 税務課

政策名 行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 舟生　郁也

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

事務事業名 後期高齢者医療保険料賦課事務 事務事業コード 621-218-22
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 施策体系外事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

621-218-22(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

1

○ ● ○ ○ ●

○ 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

●

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■ その他 施策体系外事業

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

事務事業名 後期高齢者医療保険料の徴収及び消込事務 事務事業コード 621-219-22
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 税務課

政策名 行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 土屋智史

施策名 市民ニーズに応えられる行財政基盤の確立 内線 150

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 高齢者の医療の確保に関する法律第104条

条例・要綱等 新庄市後期高齢者医療に関する条例第2条

予算・事務事業名 後期高齢者医療事業特別会計 １款２項１目 賦課徴収費 予算コード 09-010201-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

法律及び条例に基づく公正かつ適正な収納を図り、収入の確保を図
る。

事
業
内
容

公正かつ適正な保険料の徴収及び正確で迅速な消込事務。

対
象

満75歳以上の市民及び65歳以上で一定の障害があり申請し認定され
た市民で、後期高齢者医療保険に加入している者

目
指
す

状
態

公平かつ厳正な収納を図るとともに、納付しやすい環境づくり。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 後期高齢者医療保険加入者数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 5,9005,918 5,950 5,924 5,975 5,965
6,079

説明（算式等） 達成率 －－ － － － －
活
動
指
標

指標名称 督促状発布件数（件）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 8551,120 1,135 1,059 978 1,066
1,000

説明（算式等） 達成率 117.0%89.3% 88.1% 94.4% 102.2% 93.8%
成
果
指
標

指標名称
後期高齢者医療保険料現年度分収納率
(％)

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2目標

実績 99.6699.55 99.81 99.75 99.58 99.46
－

説明（算式等） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

担当者・納税相談員による納税相談、滞納処分により公平かつ厳正な徴収を行うとともに、納付環境の整備を進めた結果、予算を上
回る収納を確保できた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

事業費　・・・　① 215680 684 679 655 411

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

その他特財

一般財源 215680 684 679 655 411

電算処理業務委託

事業費の算出根拠（R2）

主な歳出の内訳

187

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

621-219-22(R02実績評価)
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